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日本における産学連携の展開
― 先行研究のレビューにおける時代ごとの主な特徴を中心に ―
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Development of Industry-university Cooperation in Japan 
―Focusing on its major characteristics by each period―

Li Lihua

Abstract: The development of industry-university cooperation has progressed rapidly in 
the past 15 years.　Industry-university cooperation is a relatively new term that became 
in common use in the last 10 years.　However, history shows that activities equivalent to 
industry-university cooperation have existed for many years.　These activities have had 
important influences not only on the industrial field, but also on the university field.　It is 
necessary to study the history of industry-university cooperation, when and in which form 
the industry-university cooperation has developed, to deeply understand the background 
of today’s industry-university cooperation.　This paper reviews earlier researches on the 
industry-university cooperation from a wide perspective and identifies the history of the 
activities concerning the industry- university cooperation into several periods.　Then, 
major characteristics and values of industry-university cooperation as a research subject 
are discussed according to the classification.
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はじめに

　本稿は，日本の産学連携について，先行研究を手掛
かりに，その発展過程をいくつかの時期に区分しなが
ら振り返り，産学連携が大学の中で成立するに至る過
程とその特徴を探ることを目的とする。　
　産学連携はここ15年ほどの間に急速に活動が進展し
た分野である。「産学連携」という言葉自体，本格的
に用いられるようになったのはここ10年ほどのことで
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あり，目に見える現象としては新しい。しかし，後に
みるように，その歴史を仔細に振り返ると，それ以前
から産学連携に相当する活動が行われてきた。それら
の活動は大学に対しても産業界に対しても重要な影響
を及ぼしてきたのである。よって，日本における大学
の歴史を考える上で，いつ頃どのような形で産学連携
（あるいはそれに相当する活動）が行われてきたのか
を改めて振り返ることは重要なことである。こうした
作業は，現在の産学連携がどのような基盤の元に成り
立っているのかを深く理解するうえでも必要である。
　産学連携は，大学と産業界のイノベーションを引き
出す重要な活動として，とりわけ経済的側面に及ぼす
影響がセンセーショナルに捉えられる傾向が強い。し
かし，経済的利益を優先する産業界と深い関係を結ぶ



李　　麗花

― 234 ―

ことに対する批判や懸念，嫌悪感が表明されることも
ある。産学連携を取り上げる文献・論考は数多い。し
かし，どういう角度から何が論じられ，その論じられ
た論点を網羅的に取り上げた研究はない。そこで，産
学連携の現状を同定しながら，今後の展望を探るうえ
で，大学と産業界のこれまでの関係を俯瞰する必要が
ある。
　本稿は，これまでの産学連携に関する先行研究を広
い見地からレビューしながら，日本における産学連携
の歴史をいくつかの時期に区分して把握する。そして，
どういう角度から何が論じられたかの論点を提示す
る。それによって，研究対象としての産学連携の特質
と意義を措定する。
　以下では，産学連携の変遷について，先行研究を参
考にする。産学連携がどのような過程によって発展し
てきたのか，また時代によるその特性が如何なるもの
であったのかという視点を軸にしながら，五つの時期
に区分して論じる。戦前，戦後に分けて産学連携の歴
史的展開についてまとめる。戦後は1950年代～60年代，
70年代～90年代前半，90年代後半～2000年代，2000年
代～現在まで四つの区分を設ける。そして，その時期
ごとの状況について概観する。最後に以上の概観を踏
まえ，今後産学連携を考察するに当たっての視点を提
示する。

１．�戦前の産学連携―個人レベルのつ
ながりによる産学協同

　日本の産学連携は学問を産業振興の方法論の一つと
して位置付けた明治初期にさかのぼる（玉井・宮田，
2007，９頁）。
　1870年代に工部省が技術者育成のための高等教育機
関として工学寮1）を設立した。当時，グラスゴー大学
出身のダイヤー（H.Dyer）をはじめ外国の教員が招
かれた。彼らは，工部省の施設を使うなど実習を重視
した教育を行った（宮田，2002，207頁）。工学寮の設
置は，外国技術の導入と利用を目的に実践的な人材育
成がなされた。これは，開国後の日本における産業発
展の基礎の一つとなったのである。
　産学連携による人材育成は明治初期から東京大学工
学部の前身である工部大学校において見られる（塚原，
2006，18頁）。即ち教育面における産学連携はこの時
期から始まった。舘（1983）によると，工部大学校に
よる教育は，工部省のための人材養成だけでなく企業
人材の養成の一翼となった。しかし，当時，どういう
活動を通じて人材育成を行ったかは，今後詳細に検討
を行う余地が残されている。

　もう一つは大学教員による企業の設立である。工部
省（当時）の教授藤岡市助は大倉喜八郎の東京電灯会
社（現東京電力）に協力しながら，今日の東芝の前身
となる白熱舎を設立した。他にも東京帝国大学教授の
池田菊苗は，鈴木製薬所の二代三郎助に事業化を依頼
した。これは現在の味の素（株）の前身となった（玉
井・宮田，2007，11頁）。昭和期に入ってからも，京
都帝国大学医学部教授代田稔は，1930年にヒトの腸内
細菌から乳酸菌を強化培養することに世界で初めて成
功した。その後，代田保護菌研究所を作り，乳酸菌飲
料の製造・販売を開始した。これが今日の（株）ヤク
ルトである。また，トヨタ自動車の創業者は東京大学
工学部時代の同級生だった隈部一雄ら大学教授の助言
を得て，自社技術を確立した。
　この時期は，科学技術知識を持った人材が希少で
あったこともあって，産と学の交流は柔軟に行われて
いた（宮田，2002，208頁）。当時は，企業の設立が大
学での研究成果を実用化する一つの方法となったので
ある。これらは現代からみれば，大学研究者によるベ
ンチャー起業であるといえる（小田切，2001，120頁）。
馬場・後藤（2007）によれば，日本の大学と企業の間
には従来から個々の研究室を基礎にしたインフォーマ
ルな関係があった。
　これ以外にも，産業界の寄付金によって帝大新設及
び大学に独立の研究所の附置などが見られる（舘，
1983，６- ７頁；鎌谷，2006，82-98頁）。その寄付
金によって，教員と大企業の関係が水面下で続いた。
この際に機能したのが，教授を媒介として大学外の
社会と連携を持つことである。しかし，それは，す
べての教授宛の寄付金ではない。企業による特定教
員への寄付金であった（鎌谷，2006，98頁；澤田，
2011，121頁）。
　この時期の特徴は，教育面から発足した産学連携の
活動が徐々に大学の教授と企業人との間で個人的に結
ばれるようになったことである。また，産学連携といっ
た明確な表現も用いられることはなかった。玉井・宮田
（2007）も言うように，共同研究や技術移転はあくまで
個人単位で行われ，組織として交流することは少なかっ
た。しかし，大学と産業界が密接な関係を持っていたこ
とは確かである。上記の事例のように，大学の教員であ
る研究者の役割は，大学にとっても産業界にとっても，
その後の交流の前史となるような実質的な連携関係が
存在していたことは改めて注目されるべきである。
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2．�1950年代から60年代まで―理工系
ブーム及び大学自治との葛藤

　明治期から昭和初期にかけての産と学の関係は，戦
後に入ると大きく変化する。1955年に創設された日本
生産性本部2）は1957年に初めて産学協同専門視察団を
アメリカへ派遣した。これにより，アメリカの産学協
同制度を日本で初めて学んだとされる。そして，視察
団は帰国後，日本に産学協同制度を導入する必要があ
ることを強調した。そこで，産学協同3）という言葉が
この頃から使われ始めた（山崎，1975，18頁）。
　しかし，1957年以前に産学の協同関係が存在しな
かったわけではない。それまでにも，主に産業界によ
る大学教育への要求という形で産学の協同関係がみら
れる。1951年に「産業教育振興法」が出され，翌年日
本工業教育協会ができた。これは企業幹部と大学教授
が構成している団体である。また，1952年には日経連
が「新教育制度の再検討に関する要望」を出した。２
年後の1954年になると「当面の教育制度改善に関する
要望」を出している。ここで初めて職業教育を重視す
る複線型の学校教育システムの構想が提起された。そ
の後，日本生産性本部が設置されてからは，「技術革新」
が喧伝されるようになったのである。こうした準備活
動を経て，技術革新を中核とする高度経済成長と理工
系ブームが生じた。理工系ブームとともに，産学協同
の重要性が盛んに論じられるようになった（山崎，
1975，17-19頁）。
　これらの発言の背景としては，連合国軍占領の終了
とともに科学・技術教育への要請が行われた。しかし，
理工系教育の拡張には至らなかったためである（羽田，
1945-1952，149頁）。その後，特に，1957年のソ連の
人工衛星打ち上げ成功の背景の下に，アメリカでは国
防予算と全米科学財団基金の大幅増額を行い科学技術
振興に乗り出したと言われている（後藤，1995，21
頁）。それが日本にも影響を及ぼしてきた。そこで，
さらに科学技術教育を強化することを要望するように
なった（羽田，1945-1952，150頁）。
　以上のように，日本において産と学の関係構築の歴
史は古く，また戦後には産学協同という言葉が使われ
始めた。
　産学協同という言葉が使われたことと共に，この時
期奨学寄附金制度も設立された。また，企業からの受
託研究員の受け入れも行われるようになった（宮田，
2002，210頁）。産業界が必要とする研究の委託ととも
に産学協同は大規模に進められていった。特に独占資
本との資金的結合をはじめ，大学を産業界の支配にお
いてしまいがちであった。そこには，研究と教育を産

業界の要求に直接従属させることとなるという見方が
あった。また，こういった傾向は，大学の総合的な発
展を阻害することとなるという見方が拡がり始めた
（中村，1969，53－54頁）。その結果，学問の自由と基
礎科学が重要であるという観点から産学連携のあり方
が評価されることとなった（中村，1969，54頁；武田，
1976，77頁）。すなわち，いわゆる独占資本による大
学自治の侵害などの批判が1960年代を中心に行われ
た。
　このように，大学の自治の理念が高まることによっ
て，当時の「産学協同」は産業社会におけるプラグマ
チック（実利主義的）な科学観を象徴した。また，学
問のありうべからざる腐敗をあらわす概念との見方も
あった（澤田，1999，445頁）。それだけでなく，この
時期におけるベトナム戦争を巡る科学者の思想と行動
について，科学者の倫理的責任が問われることとなっ
た（吉岡，1995，330頁）。同時に，安保反対運動や学
園紛争などを通じて，多くの大学において産学連携は
タブー視された（小田切，2001，123頁）。
　この時期の特徴は，「産学協同」という言葉が使わ
れ始めたことである。と同時に，自然科学の分野，特
に理工系で , 産学連携の重要性を指摘する見方が存在
した。しかし，産学連携に関しては，学問の自由と自
治の立場から反対する立場が多く表明された。宮田
（2002）が言うように，戦前の時，大学の研究者たちが，
電気・電子産業や自動車産業に貢献していたにもかか
わらず，この時代は，特に大学内で産学連携への拒否
感が強くなった。

３．�1970年代から90年代前半―基礎研究
を巡る政策

　60年代には，産学連携がタブー視されたことと企業
の中央研究所ブームに伴い，基礎研究についても大学
の研究を産業界は期待しなかった。そこで，人材育成
も企業内教育で行れた（宮田，2002，208頁；阿曽沼，
2010，305頁）。そうした中，1970年代に入ってから大
学は「象牙の塔」として捉えられるようになった。そ
の反面，中央研究所も当初は概して導入技術の系統的
整理の場として機能するものに過ぎなかったという批
判もあった。それが，1970年代には，革新的な技術を
生み出すことを徐々に期待されるようになった（中山，
1995，439頁）。そして，企業からの資金を受け入れる
受託研究の制度もこの時期に設けられたようになっ
た。
　受託研究制度とともに，産学連携に関する障壁が次
第に解消した。特に1980年代になってからは他国の技
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術へキャッチアップする時代を超え，輸入技術の改良
ではなく，独創的・画期的技術を開発し新たなフロン
ティアを目指すようになった。さらに「基礎研究ただ
のり」という諸外国からの批判に応えようと基礎研究
を重視することとなったのである（宮田，2002，209
頁）。
　しかし，1980年代は大企業が中央研究所を整備して，
自らの研究開発能力に自信をもっていたため，産学連
携の必要性をそれほど認識してなかった（玉井・宮田，
2007，31頁）。また，奨学寄附金の受入額は徐々に増
加したものの，本格的な連携というより，大学に対す
る支援という色彩が強かった（小林，1998，54頁）。
　こうした状況の中で，学術審議会は，1984年に相次
いで「学術研究体制の改善のための基本的施策につい
て」（1984年，２月），「新たな情勢変化に対応し，長
期的展望に立った科学技術振興の総合的基本方策につ
いて」（1984年11月）の基本答申を出した。そこで唱
えられたのは，創造的研究，自主技術開発の指針であ
る。これを実現する方法の一つとして，産学官連携の
必要性が議論された。その1984年の答申により，キャッ
チアップの時代から決別し，創造的研究開発へと方向
を変えた（小林，1998，53-55頁）。このように，1980
年代中期，文部省のイニシアティブによって，国立大
学が産学協同制度の意図的開発に積極的に取り組むよ
うになった。
　しかし，大学に対しては基礎研究が重視されたにも
かかわらず，政府の財政は1983年から財政緊縮が進ん
でいた。そのため，大学における研究の活性化は起き
なかった（宮田，2002，209頁）。そうした中，「大学
と産業界の研究協力」というコンセプトのもと，受託
研究の場合は間接経費を徴収しなかった。また，産業
界から研究者や研究資金を受け入れて共通の課題で行
う「民間企業との共同研究」が始まった。そこで，
1987年頃からは国立大学を始め，大学内に共同研究セ
ンターが設立し始めるという大学側の組織変化もみら
れるようになった（玉井・宮田，2007，12頁）。
　一方，産業界に対しては，基礎研究ただのりを外国
から非難される事態が続いていた（澤田，1999，441
頁）。産業界からすれば，大学が要求する手続きの煩
雑さや秘密保持上の問題はあった（潮，1988，６頁）。
しかし，産業界は好況を背景に研究開発を基礎研究に
少しシフトさせるとともに，基礎研究ただのりを非難
されるなか，大学の主張に応じる姿勢を見せた（澤田，
2011，122頁）。このように，産学連携を促進させる諸
措置にもかかわらず，産業界では自らの研究開発能力
は大学よりも高いという自負をもっていた。さらに，
大手企業では中央研究所で基礎研究を行う余裕があっ

たので，大学の研究活動にはあまり目を向けなかった
（宮田，2002，209頁）。
　また，1980年代後半からの円高不況，技術摩擦など
を背景として，海外直接投資が進んだ。その一方で，
1983年から財政緊縮がさらに悪化してしまった。1980
年代末に向かっては大学への研究資金導入が停滞し
た。そのため，大学の研究基金，研究環境の悪化に対
する懸念が拡大した。そこで，日本の科学技術政策は，
大学の研究基盤の整備，基礎研究の重視へと大きく踏
み出した。こうした中，また，基本答申が相次いで発
表された。科学技術会議第18号答申「新世紀に向けて
とるべき科学技術の総合的基本方策について」（1992
年１月）と学術審議会答申「21世紀を展望した学術研
究の総合的推進方策について」（1992年７月）である。
これらの答申により，一層基礎研究重視の方向へと進
んでいった（小林，1998，53-55頁）。
　こうした答申によって，産学連携に関する活動はあ
る程度上昇した。しかし，この時の産学連携の活動は
主に理工系における共同研究が中心であった（小林，
1998，110-111頁）。また，国立大学における共同研究
センターの設置によって徐々に地域の産学連携基盤が
確立した。そうした動向を受けて産業クラスターの萌
芽が見受けられる地域が出始めた。そこで，1990年代
の前後に「地域共同研究センター」などの設立も進め
られた（小林，1998，110-111頁）。このように，1990
年代に入ると大学の「事業」として産学協同を展開す
るようになった（澤田，1999，445-446頁）。
　この時期の特徴は，基礎研究ただのりという批判の
もとで産学連携を促進し始めたことである。また，文
部科学省（以下文科省）の政策実行や，政府による制
度構築などが産学連携をさらに促進したのである。そ
こで，大学と企業の共同研究活動自体も拡大した。こ
のように，この時期の産学連携は，定着から安定・成
長へ至る時期に当たる。しかし，「産学連携」という
言葉もまだ存在せず，産学連携が完全に軌道に乗った
とは言い難かった。玉井・宮田（2007）の言うように，
この時期の大学と産業界の関係のあり方は，研究室と
の親密な関係という形が一般的であった。一部の大学
教員，特に工学系では実質的な産学連携に取り組んで
いたのである。

４．�1990年代後半―知識社会における
産学連携の本格化

　90年代の後半に入ってから，バブル崩壊後，大企業
もリストラをせざるを得ない状態となった。対照的に
アメリカ経済は繁栄を謳歌した。その原動力がアメリ
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カのバイ・ドール法以降の産学連携にあるのではない
かと考えられた。そこで，日本は産学連携をハイテク
産業振興政策として推進し始めた（玉井・宮田，31
頁）。そうした中，産学連携に焦点を当てた研究が次
第に増加するとともに（小林，1998，107頁），日本で
も産学連携という言葉が頻繁に使われるようになっ
た。
　産学連携という言葉が審議会報告に現れるのは，
1996年12月の文部省「産学の連携・協力の在り方に関
する調査研究協力者会議」の「中間まとめ」が最初で
ある。1997年12月には文部省の白書である『我が国の
文教施策』に「産学連携」が初登場した。それで，旧
来の「産学協同」に取って代わった（澤田，2011，
125頁）。
　阿曽沼（2011）によると，1990年代からの産学連携
議論はナショナル・イノベーション・システム4）を基
礎とする。1990年代後半には，国としてのイノベーショ
ン・システムの一環に大学を位置づける動きが始まっ
た。歴史的変遷から見たとき，産学連携の歴史は古い。
しかし，産学連携という言葉自体は，1997年に旧来の
産学協同と取って代わって出現した。澤田（2011）に
よれば，1995年までの産学連携は「旧層の産学連携」で，
1995年以降の産学連携を「新層の産学連携」と呼んだ。
　このように呼ばれたことには一理ある。それは，
1996年に始まった科学技術基本計画は，産学連携を一
層推進させたからである。それとともに，下記に指摘
したように，1995年以降は知識社会を巡って産学連携
の意義を議論し始めたからである。
　しかし，この科学技術基本法が成立した背景には，
一つは強い危機意識があった。強い危機意識には具体
的に以下のものが挙げられる。バブル崩壊後にあって，
日本の研究開発投資の対GDP比率が落ち込んだこと，
国全体の研究開発費に占める政府の負担率が国際的に
観て低いこと，基礎研究の水準が欧米に比べて立ち遅
れていること等である（玉井・宮田，2007，36頁）。
　このように，経済不況の中，研究成果を新技術の創
成に生かすことにより，今後の経済発展を維持するこ
とが求められていた。そして，その手段として，高等
教育に対する社会の期待が高まった。そうした中，高
度な教育研究への期待がもう一つの背景として現れ
た。そこで，大学は「象牙の塔」から市場経済の中へ
と投げ込まれるようになった。その背後には，大学に
おける研究活動が国家や地域経済の発展に貢献できる
のではないかという期待があった。そこで，大学のも
つ潜在的な能力に期待するようになったのである（山
崎，1998，119頁）。
　また，この時期からは知識社会，知識経済などの言

葉が登場し始めた。知識社会を巡って産学連携を論じ
ていることが，この時期の特徴である。知識社会とは，
「知」が経済的な競争力の源泉とみなされ，生涯にわ
たり学習する知的な労働力が支える社会である（磯谷，
2004，58頁）。しかし，なぜ知識社会が到来したのか。
高度経済成長期を過ぎると，特にバイオなどのハイテ
ク技術の登場と発展によって生産活動のあり方は大き
く変わった。このように，科学技術の進展と社会との
相互作用が増すにしたがって，学問分野依存型研究に
は限界が生じてきたからである（小林，2001，25頁）。
そこで，学問分野の伝統や論理に従って研究課題が設
定されるのではなく，知識の適用の面から課題が設定
されるようになった。知識の適用の面から課題が設定
される中で，大学と産業界の連携は必然のものとなっ
たといえる。そこで，特に企業にとっては，生産より
もその前段の技術開発，製品開発が企業の成功を左右
するようになってきた。このように知識経済とは単に
知識を利用するというのではない。それは，知識や技
術，知的活動が経済の駆動力になるような経済のあり
方を指している。知識社会は，そのような知識経済を
支え，また知識経済によって支えられる社会である（小
林，2001，19-20頁）。
　知識社会において，大学に期待される役割は大きく
二つある。一つは人材育成・学術研究を中心に「知」
の再構築を図ることである。もう一つは，ビジネスや
技術イノベーションのための日常的な産学連携に参加
しながら社会に貢献することである（磯谷，2002，53
頁）。磯谷（2002）によれば，「知識社会」が本格的に
到来したことにより，産学連携が有益だとの認識が政
府関係者の中で浸透した。山野井（2005）も，「知識
社会」に入ってからは，経済をリードするような科学
技術を促進する生産性の研究や評価が問われるとして
いる。
　したがって，1996年に始まった科学技術基本計画は
すでに知識社会へ入っていたことの証左でもある。そ
の後，「大学等技術移転促進法」（TLO法），「産業活
力再生特別措置法策定」といった制度が整備された。
科学技術基本計画やこのような制度によって，産学連
携を取り囲む環境が大きく変化してきた。そこで，
1995年からは研究開発の推進と創造的な人材養成を目
的とする「ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー」
（VBL）の整備も国立大学で始まった。これは，専用
施設をもち，大学院生を中心とする若手研究者の柔軟
な発想と能力を生かす施設である。例えば，研究開発
プロジェクト，企業などとの共同研究，受託研究，ベ
ンチャービジネス関連のセミナーなど幅広い活動を展
開するものである（玉井・宮田，2007，40頁）。その
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他，第１期基本計画では「地域における科学技術の振
興」にも触れられていた。科学技術振興機構は1996年
度より「地域研究開発拠点支援事業」5）を開始した。
　さらに，この時期からは，分野的にも産学連携の活
動が発展してきたことが分かる。上記の1970年代から
1990年代の前半からの産学連携の活動を見たとき，理
工系が中心であった。しかし，小林（2003）の調査か
らも明らかになったように，1980年代の共同研究セン
ターが設立の時は，工学部との共同研究が圧倒的に多
かった。しかし，1990年代からは理学分野も増加して
いる傾向が観られる。1995年からは，研究分野の多様
化がさらに顕著してきた。人文科学，社会科学なども，
共同研究が徐々に伸びていることが分かる。その後，
1999年からは，再び急成長を遂げた。すなわち，保健
分野，農学分野，理学分野が比率を増加してきている
（小林，2003，３－８頁）。
　従来はもっぱら大学の役割と見られていた学術論文
の発表にも民間セクターが参入した。そこで，産と学
の相互浸透的な活動の領域が拡大した（小林．1998，
117－118頁）。柿沼・ケネスペクター（1999）が指摘
したように，共著論文は，大学の研究と企業のイノベー
ションを結び付けるという目的から生まれるわけでは
必ずしもない。しかし，いずれにしても大学の「産学
連携アレルギー」はデータのうえでは過去のものと
なった。
　以上見てきたように，産学協同から産学連携という
言葉への転換が行われた。産学連携の活動が進む中で，
それを支える制度も整備された。制度の整備に伴って，
共同研究や地域連携にも進展がみられるようになって
きた。
　この段階の産学連携は，小林（1998；2001）が言う
ように，知識生産システムの変容の一側面となったと
いえる。産学連携は，産業界は大学に期待せず，大学
側もそれをタブー視した時代から積極的に外部資金を
導入しようとした段階を経て，国全体の知識生産シス
テムの整備の一環として位置づけられる時代へと徐々
に進んできた。
　産学が機能分化しつつ，相互の協力を必要とする活
動領域が存在し，かつ拡大しているという知識生産シ
ステムの変容が産学連携の前提となった。しかし，こ
の産業界をはじめとする他のセクターとの連携の進展
による大学の組織に対する影響が課題として論じられ
るようになってきた。例えば，大学の組織をいかに統
合するか，大学の自律性，主体性が常に唱えられてき
た（小林，1998，117-118頁）。
　このように，この時期の特徴は，知識社会を巡り積
極的に産学連携を促進させるような政策が出されると

同時に，組織としての産学連携が推進されるように
なったことである。産学連携は個人レベルではなく，
組織を通じた活動となった。そして，産学連携その活
動は分野的にも，多様化が現れてきた。また，教員だ
けが産学連携の活動に参加するのではなく，大学院生
たちも参加できるシステムとなった。このように，産
学連携は知識生産システムの一面となったのである。

５．�2000年代から現在―産学連携の多
様化への進展と問題化

　1990年代後半から産学連携の言葉は政府の諸機関で
使われ始めた。しかし，明確な定義を与えられたのは，
2000年代に入ってからである。産学の関係がさらに進
展する中で，産学連携という用語に対する定義がみら
れるようになった。一般的な定義として「産業セクター
と大学セクターを本格的に架け橋し，それによって『学
術研究に基礎付けられた産業』を活発化することを目
指す諸活動の総称6）」が挙げられる。　
　その後も産学連携に関する定義が幾つか現れた。そ
の定義は決して一つに定まらない。しかし，定義から
見られるように，現在は一方向ではなく相互に情報が
流れる関係として定義されていることが分かる。例え
ば，原山（2003）は「大学と産業という二つの異なる
ドメインに所属するアクターの相互作用によって，大
学と産業界の持つポテンシャルがそれぞれ高められて
いくプロセス」であると指摘している。また，産業構
造審議会（2007）は，産学連携を「大学と企業が連携
し，知の融合と人の交流を行うことによって，それぞ
れの役割を相互に高め合う活動」と定義している。
　産学連携の明確な定義と共に，産学連携に関する論
文はさらに増加した。塚原（2006）が指摘したように，
産学連携に関する先行研究は外国では少なくないが，
日本ではそれまで量質とも乏しい。1990年代からよう
やく注目されるようになり，2000年代に入ってから増
加する傾向を見せた。
　この時期は「第２期科学技術基本計画」と「第３期
科学技術基本計画」が策定された。そして，学校教育
法改正7）といった制度も整備されて産学連携を促進し
た。「第2期科学技術基本計画」では，産学連携につい
ては，「産業技術力の強化と産学官連携の仕組みの構
築」という項目を設けている。また「地域における科
学技術振興のための環境整備」という項目においても，
産学連携が謳われている。さらに，文科省では2002年
度より「産学官連携コーディネーター」を大学などに
配置する産学官連携支援事業を始めた。また，2003年
の学校教育法改正によって専門職大学院制度が創設さ
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れ，産学連携をさらに促進した（玉井・宮田，2007，
42-43頁）。
　もともと科学技術基本計画は科学技術基本法8）に基
づいて策定されたものである。しかし，経済面での成
果が充分に現れないことに対して産業界から不満が聞
かれた。そこで，「第２期科学技術基本計画」では，
長期的に貢献する創造的な研究と短期的に貢献する産
学連携・技術移転との両立が目指された（宮田，
2002，209-210頁）。
　しかし，基礎研究と応用研究を巡って，大学システ
ムと産業システムの間には常に葛藤が生じる。また，
産学連携の利益相反の問題や産学連携を促進する異質
な主体間で解決すべき課題も少なくない。産学連携を
巡って社会貢献における大学の役割や知識の私有化な
ども議論されている。そうした中，産学連携の実態調
査も不可欠となる。とりわけ，産業振興に重点を置か
ない大学にとって，大学が背負わざるを得ない負担な
ども無視できない。
　｢第３期科学技術基本計画」では，産学連携につい
て「イノベーションを生み出すシステムの強化」とい
う項目が設けられた。また，同計画では「地域イノベー
ションシステムの構築と活力ある地域づくり」として，
地域クラスターの形成と地域における科学技術施策の
円滑な展開について言及している。
　この計画の特徴は「イノベーション」である。事業
化に至る道筋に高い関心を寄せるとともに，人材に関
する問題意識が強く現れた。そこで，教育面の産学連
携が重視されるようになった。例えば，「科学技術関
係人材のキャリアパス多様化推進事業」9）が開始され
た。このように，若手研究者の産業界への進出と，産
学連携による人材育成が促された（玉井・宮田，2007，
59-60頁）。また，文科省では2005年から「産学連携に
よる実践型人材育成事業－長期インターンシップ・プ
ログラム開発－（旧：派遣型高度人材育成協同プラ
ン）」をスタートさせた。このプランはそれまで主流
であった就業経験や職業意識の形成を目的としたイン
ターンシップとは峻別した。このプログラムは，産学
が人材の育成・活用に関して建設的に協力し合う体制
を構築した。
　さらに，2010年からは，「イノベーション・エコシ
ステム」という語を用いて，国，地方自治体，大学な
どが「生態系のように相互に関与」する方向性を示し
た。また「産学官連携による人材育成」のフレーズを
用いて，教育面の展開を志向するようになった（澤田，
2011，141頁）。
　この時期の特徴は，科学技術基本計画とともにイノ
ベーションを巡り，産学連携がきわめて重要視され

た。大学と産業界にとって一貫して重要な課題になっ
ていることが明確となったのである。1990年代の産学
連携は，主になぜ産と学が連携するのかについての議
論であった。だが，2000年代の産学連携は，その産と
学が連携して具体的に何を生みだすのかが議論される
ようになった。
　もちろん，産と学が連携することにより生じる問題
点，即ち，利益相反とか責務違反などについての議論
も少なくない。しかし，地域振興に繋がる産学連携は
これまでも重視されてきたことがわかる。また，人材
育成に繋がる産学連携は，大学院生を中心とする若手
研究者が重視されたことも明らかである。産学が人材
の育成・活用に関して協力し合う体制が構築されたと
言える。この時期は，小林（1998）の言うように，産
業全体が知識依存へとシフトする中で，知識はそれぞ
れの主体内部の研究開発活動によって生産されるだけ
でなく，主体間の連携によっても生み出されるように
なったことである。それ故に，産学連携は大学にとっ
て重要なだけでなく，一国の知識生産システム全体の
整備のために必須のものと捉えられるようになってい
る。そのため，産学連携を支える知識基盤の整備と産
学連携の促進の有機的連携がますます必要になってい
くのである。

おわりに―まとめと今後の研究課題

　本稿では先行研究を手掛かりとしながら，産学連携
の時代ごとの特性から主な論点を考察してきた。以上
の産学連携についての考察を通じて，日本における産
学連携は歴史的には極めて長いということがわかっ
た。そして，その特徴に関しても多種多様で，産学連
携に関わる論点は以上で尽きるわけではない。
　上記の展開から明らかになったように，産学連携は
実質的に明治時代から発足して，日本の産業発展にお
ける基礎の一つとなった。当時は産学連携はもちろん
産学協同という言葉自体もなく，個人レベルでの活動
に過ぎなかった。しかし，その内実の面から見たとき
に現在の産学連携の一つの形態に属していることが分
かる。
　その後，大学内で批判を浴びた時期もあった。しか
し，制度整備や組織変容などをはじめ，これまで漸次
的に発展を遂げてきた。特に知識社会の変容とともに，
1990年代後半からは本格的に産学連携の時代に入っ
た。知識社会に入って，産学連携への関心はより高まっ
てきた。また，この時期から，産学連携は，重要な役
割を果たすようになった。産学連携が大学に新しい知
識生産の機会をもたらしている点など，今後さらに考
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察を重ねていくことが必要である。
　また，政策の変遷を追う中で明らかになったように，
特に科学技術基本計画の下で産学連携の更なる進展が
促進された。産学連携を通して外部資金の獲得を目指
すだけでなく，地域との連携や人材育成にまでその関
心が広がってきた。日本の産業界が発展途上国へ製造
拠点の移転と共に国内産業の空洞化が進展している。
また，少子高齢化も著しく進行している。このような
背景において地域には様々な課題が顕在化している。
この課題解決の有効な手段として大学と地域との連携
がある。産学連携の活動を通して，地域において「コ
ミュニティ」が形成されるだけでなく，地域の活性化
にも繋がることは，新しい視点となった。しかし，地
域連携を推進したことにより，どういう結果が生まれ
てきたのかは今後，地域に貢献できる大学の役割など
より具体的に目を向ける必要がある。
　また，人材育成に関する産学連携は近年になって盛
んになり始めた。しかし，今回のレビューから見れば，
その萌芽は明治時代にみられることが分かる。明治か
ら近年までの長い歴史の中，人材育成における産学連
携はどのような動向がみられたのかも調べる余地があ
る。また，従来の新規学卒者に対するOJT，従来の
インターンシップとは違う人材育成面でも産学連携の
重要性が指摘されている中，人材育成における産学連
携の活動が盛んになった条件及びその実態，特にその
効果に関しても深く調べる必要がある。
　一方，このように，産学連携は隆盛を見せているに
もかかわらず，従来から存在している大学の自律性と
の葛藤は現在でも課題として残っている。産学連携を
促進させるために取り組むべき課題も少なくない。産
業界を始めとする他のアクターとの連携は，大学に対
して多大な影響を及ぼした。そこで，従来と違って大
学の役割を巡る議論と共に大学が負担せざるを得ない
問題も現れてきた。このように，産学連携の活動を伴っ
て，光と影が両方とも存在していることは確かであ
る。しかし，三森（2010）が指摘したように，産学連
携はすでに大学の中で確固たる地位を占めている。産
学連携は，大学にとってなくてはならないもの，大学
が果たすべき使命の一つなっている以上，大学を入り
口にした現在の産学連携の実態をより具体的に明らか
にしていく必要があると考えられる。
　本稿は先行研究のレビューを通じて時代ごとの産学
連携の特徴を考察したものである。そこで，産学連携
の具体的な実態やその効果について詳細に取り上げる
ことはできなかった。今後は上に指摘した課題につい
て具体的に検討を進めたい。

【註】

１）工学寮は工部大学校と改称したのち1886年に東京
帝国大学に統合され監督官庁も文部省に移った。
２）日本生産性本部は，1955年，「生産性向上対策に
関する閣議決定」に基づき設立された。これは，日
本産業の生産性向上運動の中核体たる「日本生産性
本部」を民間団体として設立した。政府が行なう生
産性向上対策と相呼応して，民間において，国民運
動的規模において活発な運動を展開する。これは，
日本産業の生産性の飛躍的向上を目指すものであ
る。
http://www.jpc-net.jp/movement/general01.html
（2012年９月７日アクセス）
３）産業界と学校が教育や研究の面で協力・提携する
一定の方式が生まれ，これを産学協同と呼ぶように
なった。その起源については，山崎（1975）によれ
ば，アメリカのシンシナチ大学の総長ヘルマン・
シュナイダー（Schneider，Herman.）が1906年に
始めた方式が起源であるとされている。彼は，シン
シナチ大学に実習科という特別のコースを設けた。
それは，大学における工学に関する講義と，外部の
企業における実習とを交互に組み合わせる方式であ
る。この方式は，短期間のうちにアメリカの大学の
工業教育に普及し，その教育の一分野を形成するよ
うになった。
４）阿曽沼（2011）によれば，組織や制度も含めてイ
ノベーションを捉える考え方が，1980年代の後半に，
リチャード ･ ネルソンらによって NIS（ナショナ
ル・イノベーション・システム）の理論へと発展し
たといわれる。
５）都道府県が地域の科学技術活動の活発化を図るた
めに設立した財団等をコーディネート活動の拠点と
して整備する。国全体の科学技術基盤形成の視点か
ら，科学技術振興事業団が科学技術コーディネータ
を委嘱し，かかる拠点の活動を支援するものである。
http://www.jst.go.jp/chiiki/rsp/index. html（2012
年９月７日アクセス）
６）2003年に設立された産学連携学会の設立趣意書　
http://j-sip.org/gaiyou.htm（2012年９月７日アクセ
ス）
７）2006年に「教育基本法」が改正された。これは，
これまでの教育・研究という大学の基本的役割に加
えて，「大学等で生まれた成果を広く社会に提供し，
社会の発展に寄与する」という社会貢献が新たに明
確に位置付けられた。これを受けて，2007年に「学
校教育法」が改正された。大学及び高等専門学校は
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それぞれの教育・研究の「成果を広く社会に提供す
ることによって，社会の発展に寄与するものとする」
こととされた。そこで，産学連携の重要性が一層強
く認識されるようになっている。
http ://www.mext .go . jp/a_menu/shinkou/
sangaku/08081104/006.htm（2012年９月７日アク
セス）
８）平成７年11月15日に「科学技術基本法」が施行さ
れた。これは，日本が，「科学技術創造立国」を目
指して科学技術の振興を強力に推進していく上での
バックボーンとして位置づけられる法律である。
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/kagaku/
kihonkei/kihonhou/mokuji.htm（2012年９月７日ア
クセス）
９）文部科学省では，大学院重点化政策により，大量
の院生が生まれたため，ポストドクター等の若手研
究者のキャリア選択に対する組織的な支援を行う事
業を国からの委託により実施する「科学技術関係人
材のキャリアパス多様化促進事業」を2006年より実
施している。
http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/koubo/
careerpath.htm（2012年９月７日アクセス）
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